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うな受け皿づくりが進められてきたか）、 
 ② 移管事業の民主性（住民の意見をよく聴取し、それを反映させた住宅移管事業であったか）、 
 ③ 住宅管理の民主性（住宅管理に住民の声が反映されるようになっているか）、 





















（McCrone, 1995, pp.1267～1269.）。 
 










持家 99,235 34％ 147,021 50％ 
民間賃貸住宅 14,866 5％ 34,634 12％ 
公営・準公営（GHA）賃貸住宅 138,347 48％ 69,738 24％ 
上記以外の社会賃貸住宅 5,719 12％ 44,091 15％ 
合計 288,167 100％ 295,484 100％ 
  出典：Glasgow Factsheet (Housing) 2008, Glasgow City Councilより抜粋・筆者訳 
 






































Government, 2007, Maclennan, 2008）
注10）。以降、住宅の規制に関する行政はスコットランド住宅統
制局（Scottish Housing Regulator）が、住宅戦略の策定・実施を中心とする規制以外の行政は、ス





















動する民間の住宅建設・運営団体である住宅協会（CBHA: Community Based Housing Association）
への移管の成功であった
注12）。全国で評価された、この成功モデルを全市レベルで実現したいとい
うのがスコットランド政府の思惑であった（McKee, 2007, p.322）。 
 この結果、グラスゴーの公営住宅移管事業は、2 段階に分けて実施することが計画された。第 1 段
階は市役所からGHA（Glasgow Housing Association）という新たに設立される民間非営利の住宅協





























pp.303～304、具体的な役割分担は表 3 を参照のこと。）。 
 
４．３ 第二次移管の進行状況と課題 
 グラスゴー市で進み始めた第 2 段階のCBHAへの住宅移管とは、GHAからLHOへの移管と同じこ
とであった。なぜなら、先行して行われた移管事業は、CBHAのなかでも、既にLHOの運営を委ね
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られており、完全移管の準備ができた団体に対して実施されたからである。移管のプロセスは、お
おむね表 2 の通りであり、最初の借家人投票が 5 か所で2008年11月に実施された。その結果、 5 か
所全てにおいて移管に借家人の過半数の賛成が得られたため、第一次移管が実施された
注15）。その








い（Kearns, 2008, p869）。 









のアンケートを賃借人に対して実施することが決まっている。その実施まであと 2 年半である。 
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表２ コミュニティ所有に向けたステップ 















































































































移管事業には以下の 6 つの目的があった。 
 ① 住宅投資の確保 
 ② 住宅事業の赤字解消 
 ③ コミュニティのエンパワーメント、コミュニティによるコントロール、コミュニティ所有の
促進 
 ④ 個人に対する住宅購入機会の提供 
 ⑤ より効果的な住宅システムの構築 






上記の③と⑤に重点を置いていたと考えられる（Kearns and Lawson, 2008, p.863-4）。更にGHAは、
移管を受けた住宅の改善を速やかに行うようかなりのプレッシャーをかけられていたと思われ、上





























































た2007年の調査では、第 2 次移管には関心ないと答えた人が57％で、賃借人の多くが第 2 次移管の
ことを知らない（Kearns and Lawson, 2008, p.865）。また、McKeeによる調査でも、調査対象者の36
人のうち 6 人しか第 2 次移管のことを知らないという状況であり（McKee, 2009B）、第 2 次移管に
よって実現する“コミュニティ所有”については、確実に認知度が低い。 
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れた。Daly, Mooney, Poole and Davis (2005) 
注 3 ） 主要な研究として McKee (2009A, 2009B, 2007), Kearns (2008), Kintrea (2006), Gibb (2003) が
ある。 
注 4 ） 2010年 8 ～ 9 月にかけて以下の各組織に個別インタビューを実施した。グラスゴー市役所
（Development and Regeneration Services）、GHA（広報）、CBHA（New Gorbals Housing 
Association, Rosehill Housing Co-operative, Milnbank Housing Association） 
注 5 ） 当該白書の発表後、2008年 5 月にコミュニティのエンパワーメント、住宅及び経済再生法
案 (Community Empowerment, Housing and Economic Regeneration Bill) が、2008年12月に地
方民主主義・経済開発及び建設法案（Local Democracy, Economic Development and 
Construction Bill）が国会に提出されたが、前者は法制度化せずとも実現可能な部分が多い
として2009年 5 月廃案になり、後者のみ法律として成立した。“Local Democracy, Economic 
Development and Construction Act2009; a summary,” House of Commons Library 等で参照でき
る。 
注 6 ） スコットランド、特に西部地域は、労働党の強い支持基盤として知られる。 
注 7 ） 1951年には109万人であった人口が2001年に578,710人まで落ち込んだものの、2003年以降、
人口が持ち直しており、近いうちに60万人を回復すると見込まれている。City of Glasgow, 
CityPlan参照。 
注 8 ）英国全体については、Office for National Statistics, Housing Tenureを、イングランドについ
てはHousing in England 2008/2009, CLG, 2009. 及びDepartment of Communities and Local 
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Government (2010), Housing and Planning Key Facts England,” を、スコットランドについて
はThe Scottish Government (2010), Housing Statistics for Scotland 2010: Key Trends Summary、
グラスゴーについては、Glasgow City Council(2008), Glasgow Factsheet (Housing) を参照。
本データは長期的な傾向と地域間の差を示すために出したものであるが、異なる時期・方
法でとられたデータであるため、比較には注意が必要である。 
注 9 ） このThe Housing (Scotland) Act 2001は、コミュニティの統合やエンパワーメント等、新労働
党の“第三の道”に沿う内容となっている (Kintrea, 2006, p204.)。 
注10） 2007年10月31日、スコットランド政府住宅・コミュニティ担当大臣は、住宅政策をより効
率的・効果的に進めるべく、政府内に住宅戦略の担当部署を設けると発表した。 
注11） 2010年 9 月現在、こうした変化を踏まえた新たな住宅法の策定に向けて最終的な準備が進
められている。 
注12） 詳細については、移管事業前のCBHAについて報告しているClapham, Kintrea and Kay, 2000
を参照。 
注13） CBHAの数は文献によって少しずつ異なるが、この数は2010年 9 月に市役所に確認した数で
ある。 
注14） GHAはCBHAの経営は更なる強化が必要としているが、スコットランド政府は、第 2 次移管
に向けてLHOが受入れ体制を整えていることを好意的に見ている。 
注15） GHA Press “Tenants cast their vote in Second Stage Transfer,” December 9, 2008. 
注16） GHA Press, “Two More Second Stage Transfer ballots go-ahead,” September 1, 2010. これによ




注18） Glasgow Housing Partnership Steering Committee (2000), “Better Homes, Stronger 
Communities: A Framework for Tenant-Led Change.” 一般に、Framework Agreementと呼ばれ
る。 
注19） 2010年 9 月の筆者インタビュー記録から抜粋。 
注20）McKee (2007), p.329. GHAは第 2 次移管を前提に公営住宅の第 1 次移管を受けたはずなのに、
移管に向けて積極的とは思えないという批判が各所から出ている。 
注21） Coventryの21000戸、Wakefieldの31000戸、Sunderlansの36000戸など。 
注22） GHAの住宅管理の質の悪さ、第 2 次移管への消極的な態度等へ批判が相次いだ。“Cross-
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party transfer pressure on GHA,” 4 October 2007, Inside Housing等の記事参照。  
注23） Milnbank HAでのインタビューによる。Rosehill Housing Cooperativeでは、住民の約40％が
HAの活動に何らかの関心を持っているとの話があった。 
注24） 2010年 9 月、市役所住宅政策担当者へのインタビューによって確認した。 





注26） Milnbank HAで聴取。 
注27） 社会保障統計年報によれば、住宅扶助を受ける実世帯数は平成21年度で1,039,643世帯であ
る。 
